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後進国開発における
　　　　社会構造の連続性と非連続性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　坂　　口　　幹 生
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　わたくしはこの小論において，非常に大きく懸隔した先進諸国の経済，技術，文化が導
入されることによって，後進国の開発が企てられた場合，それが自律的なものであれ他律
的なものであれ，その衝撃に対し，後進国，固有の社会構造が，どのようなリアクション
を現わしてくるか，どこまでそれが変革的に断絶せられ，どこまでそれが連続的に維持さ
れていくか。そして又それは一体いかなる事情に基づくものであるかと云う問題を∴特に
わが国の場合を中心として考察してみたいと思う。
　そこでまず，後進国開発における社会構造の意義について，予め考えておく必要があ
る。周知のごとく1951年，国際連合の専門家グループによって行われた第2次調査報告「
後進国開発の諸方策」の発表を契機として，その後とみに盛んになったのは，後進国の開
発において，その国の社会構造を重視すると云う理論傾向であった。今日東南アジア，ラ
テン・アメリカ，アフリカ諸国を対象として行われている後進国の開発が，当該諸国にお
ける原住民の福祉の増大に，その究極目標がおかれていることは何人も周知のごとくであ
る。しかしこの場含云うところの福祉とは，一体何を意味するかについては，必ずしも統
一的な解釈が成立しているわけではない。したがってこの場合この福祉を以て，ひたすら
経済的なもの，経済的福祉であると解する者にとっては，後進国開発の基準はあくまでも
住民一人当りの実質所得，ないしは住民の所得が先進国のそれに比較してどれだけ引上げ
られたかと云うことが開発の尺度となるであろう。そしてそこでは，資本とか技術，投資
と云うことが開発の手段として重視せられてくることは当然である。一人当りの住民所得
を年率2％引上げるための所要資本を190億ドルと計算：したり，工業化のための労働者1人
当りの費用を250ドルと推算したりするのが，すなわちそれである。
　しかしながら一体に後進国の開発においては，このような巨視的な立場から，単純に経
済量のみを投下しても，決してそれがそのまま開発の能動力とはなっていかない。けだし
先進国においては通常与えられた一定率の純投資は，それがただちに技術の革新や生産性
の向上を通じて，それに対応する割合を以て総産出量または生産力を増進することとなる
が，後進国においては，このような可能性を阻止する異質的な社会構造が強く働いてくる
からである。
　さればこそ前述の国連の「開発方策」においても，後進国の急激な経済的発展をもたら
すため1とは，その前提としてe後進国の国民全体が，経済発展を自ら強く希求すること
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口社会的，経済的，政治的環境が，経済開発の実施に対して好都合であるように準備せら
れていることなど，いわゆる受入体制の準備をまず強調した後に，国内資本の形成と人口
増加，投資の順位決定，技術調査と経済調査，貿易条件の安定，開発資金の推定，外資の
導入など，純経済的な開発方策を指示しているのである。
　しかしながらこのような国連報告の立場においては，後進国の開発はひとえに経済的開
発にその重点がおかれ，したがって後進国の社会構造は，ただそのための前提，与件とし
て取扱われているにすぎない。しかるに後進国開発においては「経済的福祉」の増大は必
ずしも「社会的福祉」の増大を意味するものではないとする開発の社会学者たちにとって
は，正にこの社会構造の変革こそが後進国開発の重要な目標課題とされねばならないと主
張するのである。そしてわれわれはいまその最も徹底した理論をフランケルの主張に見出
すことができる。すなわち彼によれば，後進国の開発は単なる経済的過程ではなく，広範
かつ複雑な構造改革を含む社会的過程として捉えられねばならない。後進国における構造
改革とは，外部先進国からの新しい経済的衝撃によって，一方においては後進国内部に存
在した伝統的な行動の型が破壊されるとともに，他方においては安定した，すなわち社会
的に承認された新しい共通の行動の型が形成せられていく過程に外ならない。勿論こうし
た新しい社会的共通の行動の型の形成は，後進国における固有の信仰，性向，願望によっ
て，あるいは阻止され，あるいはまた逆に促進せられることもありうるあろう。しかしそ
でのすべては根本的には，社会構造改革の過程であり，したがって投資や貯蓄と云ったよ
うな純経済的なものも，決してそれ自体のメカニズムによって引起されるものではなく．広
範な社会構造における新しい行動の型の漸進的な形成の過程の一環として理解してこそ，
はじめてその正しい意義が把握されうるのである。しかもこの形成，発展の過程は「新し
い適応すなわち生活．行為，思惟における新しい態度，方法の必然的に緩慢な成長の過程」
であるから，単に上からの計画や意志によって強制的につくりあげられるものではないと
主張するのである。
　すなわちフランケルにあっては後進国の開発においてその本質をなすものは社会構造の
改革であり先進国の経済，技術，文化が導入されることによってこの社会構造がいかに変
革されるかを中心的にとりあげなければならない。勿論先進国よりの経済，技術，文化の
衝撃は，こうした開発，改革のための重要な手段となるであろうが，しかし経済的進歩は
そのままに社会的福祉の増大となるものではない。経済的進歩と社会的福祉とは根本的に
異るものであるから，こうした社会構造の根底にまで深く掘り下り，そこでの改革を通じ
て実現される社会的福祉に根を下ろした経済的進歩を実現していかなければならないと主
張するのである。ここでは後進国開発における社会構造の改革は，単に経済的進歩の前提
条件，ないしは与件としてではなく，正に後進国開発の本質そのものの問題として考えら
れているのである。
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　後進国開発における社会構造の問題は，以上のようにその前提条件，与件として考える
か，あるいは開発そのものの本質をなすものとして考えるか，二つの意味づけがありうる
わけであるが，しかしいまわれわれが，ここでとりあげようとしているのは，こうした開
発における社会構造の意味づけ，位置づけの問題ではない。こうした問題を一応解決した
としても，なおその後に残る重大な問題は，後進国開発のため意識的に先進国の経済，技
術，文化が導入された場合，後進国固有の社会構造がいかなるリアクション，適応を示し
てくるかと云う聞題である。換言するならば，その国固有の社会構造が，その新しい衝撃
にあって，どこまで改革的に断絶せられ，どこまで連続的に維持されていくか，連続性と
非連続性の問題である。いまこの問題の現実態はきわめて複雑なものであり，決して単純
な類型化を許すものではないが，しかし抽象的，理論的にこれを考察するならば，次のよ
うな三つめ場合を考えることができる。
　（1）先進国の経済，技術，文化が導入されても，後進国固有の社会構造は頑強にその連
　　続性を維持し，’ために開発の希望が絶たれることとなる場合。
　（2）先進国の経済，技術，文化の導入によって，後進国の社会構造が漸次解体せられ，
　　たとえ一時的な抵抗はあるにしても，結局は先進国と同質のものに改変せられ，著し
　　い非連続性を示す場合d
　（3）後進国固有の社会構造が，必ず’しも全面的，根本的に先進国化されず，それ独自の
　　本質を連続的に維持しながら，かえって，その中に先進国の経済，技術，文化を醇化
　　摂取することによってその開発をなしとげる場合。
　まず第一の類型であξが，これはエマーソン等が見た南アジア後進諸国の場合がそれに
相当すると云えるであろう。彼は南アジア後進諸国の開発は西欧方式によってなさるべき
であるとの前提の上にたって，主としてその一般的，政治的，社会的背景を研究している
のであるが，彼がそこに発見したものは，極度に貧しく既存の伝統に縛りつけられた無気
力と文盲の大衆社会であった。彼等は新しい開発に対して自覚的ゴ積極的な協力を示さな
いどころか，抵抗さえも示さない。それは消極的，受動的な抵抗と云うよりも無関心に近
いものである。彼等の伝統的な思惟の中には，その周囲にいかなる変化が起ろうとも，人
間は自らの精神的，社会的，物質的環境を，自分たちに都合のよいように作り変えていくこ
とができると云う能動的，創造的な意識は持っていないのである。　「運命は何か人間の上
に押し付けられたものではなく，人間が創造的に自ら掌i握することのできるものである」
と云う，西欧社会におけるファースト的観念は，南アジア後進諸国の原住民には，その一
カケラさえもこれを見出すことはできないのである。
’そしてこうした大衆の，社会構造は，地縁的，そして時にはこれに結びついて血縁的結
合によって成立した農業的村落を中核として形成せられている。元来農業はその灌概のた
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めに共同的な規律が要請せられるとともに，一定地域の土地に定着して，毎年毎年同じ共
同作業を繰りかえしていくことを必要とするものであるから，そこには自ら抜くことので
きない伝統と慣習とを持った，連帯的，相互扶助的な協同体としての村落社会を生んでい
くことは，きわめて自然のことであるからである。この村落社会は村長と長老会議を持つ
自治的存在であり，さらにお互に共通の首長に対する忠誠，忠順の気持によってのみ，そ
の近隣…と結ばれている。しかしそれぞれの村落は，それ自体としての独自の農民的，宗教
的伝統を持ち，外部社会との接触，村落相互間の経済上の流通関係が頻繁でないため，そ
れぞれ異った封鎖的な行動の型を持っている。それはあだかも無数の小さい樽が一ケ所に
集められていても，互に通ずることがないから，その内容が孤立的に多種多様をなしてい
るのに等しい。中国において「五里俗を同じうせず，十里規矩を異にする」と云っている
のが，すなわちそれである。
　いまこうした社会構造の中に，まず真先に導入されてきた先進国の経済，技術，文化は，
植民地政策を通じての西欧先進国のそれであった。しかるにこうした先進国の文物に接す
る機会が開かれたとしても，南アジア後進諸国の社会構造は，容易に改変されることはな
かった。たとえばこれをこうした村落社会の支配構造について考えてみても，首長や村長
長老に対する原住民の忠誠心は依然として変らず，こうした支配構造を破壊しては植民地
政策の目的を達成することの不可能なことが，次第に明らかにされるに至ったのである。
かくて宗主国たる先進国は，ソンプソンのいわゆる「藩王の製造」にみるがごとく，これ
らの首長に対しては，その支配権源，レギチマシーが，あくまでも宗主国よりの授権に基
づくものであって過去におけるがごとく族長関係に出つるものでないことを承認させた上
その伝統的な支配的地位，支配構造を，少くとも形式的に温存し，　この支配者に対する原
住民の実質的な忠順関係を巧みに利用すると云う方策に出る以外途はなかったのである。
そこでは西欧的な市民社会は到底侵入することができなかった。
　またこれを経済の領域における社会構造についてみても，こうした後進国の経済は，も
ともと個々人の生活的な営みと云うよりも，村落社会を場として小生産者ならびにその近
隣の人々の直接的な欲求充足を，社会連帯的に実現していくと云う社会構造の上に営まれ
ていたものであるから，こうした伝統的な安定性，固定性を保障している社会構造に対し
ては，常に新しい合理性を求めて発展変化し，それだけに不安定要素を含んでいる西欧的
な経済，技術，作業方法は到底侵入することができなかった。さらにこれを労働について
みても，こうした後進国村落社会では必要労働量は，その経済的中心たる農業，農繁期を絶
対的な基準として決定せられ，農閑期においては家族主義的にか村落協同体的にか，これを
扶養していくと云う社会関係の上に立っているから，これを西欧的な純粋の賃金労働者に
転化することができなかった。否経済思想のきわめて低い彼等にあっては，能率給的に1
日の労働賃金を引上げても，それがために一層その労働意欲を昂めると云うことはせず，馬
かえって1ケ月中における労働日数を減らすと云うがごとき結果をさえ示したのである。
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　さて南アジア後進諸国における社会構造は，右のごとき停滞性を頑強に維持し，植民地
政策を通じての西欧先進国の文物の導入も，結局根本的にその社会構造を改革することは
できなかったのである。勿論そこではこうした停滞性を打ち破るべき契機が，その中に全
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「
然出現しなかったと云うのではない。まず第一にきわめて少数のものに過ぎないが，こう
した後進国の民衆を支配している上層グループの中には，西欧的教養を身につけた完全に
西欧型の人間が存在した。しかしながら彼等の教養は大衆原住民の考え方や，彼等がその
名において支配している社会の伝統的全体からはあまりにも乖離したものであり，ほとん
ど大衆社会の構造の中には滲透していない。またこうした少数の上層グルーフ。は，直接的
にせよ，間接的にせよ，いずれも西欧帝国主義と連繋の産物であり，彼等は原住民大衆の
中に入るよりも，これと遊離して先進国に利害的にも近づくと云う結果を示したのであ
る。かくて後進国の社会構造の変革は，こうした社会構造の中に行動している原住民大衆
そのものの中から，中間階級的に近代化したグループが出現しないかぎり，その実現は到
底困i難であることが一層明確にされた。
　第二には，こうした停滞性を打ち破るべき契機として商人階級の活動をあげねばならな
い。けだし商業活動と云うものは元来，商品の流通のため各地を往来し，異る地域の文化
を交流するとともに利潤意識の普及を以て，異る集団社会入の思考慣習を同一のものに発
展，統一づけていくものであるからである。すでに述べたるがごとく南アジアの後進諸国
におい七，その社会構造の中核をなしている村落は，それぞれの伝統と慣行を持った孤立
的，封鎖的な存在であるが，こうした社会的，経済的断層があればあるほど，この断層を
巧みに利用して，その間商業利潤の獲得を計ろうとするブローカー的商入，農産物買集商
人，商品売捌商人が数多く出現したことは当然である。しかしながらこうした南アジア後
進諸国における商人の大部分は，インド人，華僑のごとき東洋外国人であり，彼等は一方
においては西欧企業者，商人とその経済活動において対抗するのみならず，他方においては
経済意識のきわめて低い土着原住民を搾取するのみで，土着原住民社会と西欧社会とを，
かえって遮断する役割しか果さなかったのである。
　かくてエマーソン等のみた南アジア後進諸国においては，その社会構造はいまなお低い
『停滞性を続けている。こうした停滞性が果して南アジアの気候，風土，人種に基づく原住
民固有のものであるか，はたまた植民地政策的な不平等化要因に基づく歴史的なものであ
るかどうかについてにわかに速断することは，きわめて困難な問題である。しかし久しき
に互って伝統化されたその社会構造が，環境の変化と衝撃にかかわらずそこでは強く大き
い連続性を発揮していることは，これを否定すべくもないところであろう。
皿
　さて次に，著しく懸隔した先進国の経済，技術，文化が後進国に導入された場合，その
社会構造がどのようなリアクションを示すかと云う類型として，第二に考えられるものは
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その後進国固有の社会構造がたとえ一時的には，その衝撃によって大きな混乱を来すこと
があっても，それは次第に発展的に改革され，先進国の文物を支えてきた社会構造と殆ん
ど同一性質のものに化し，そこに著しい非連続性を示すと云う場合である。いまこうした
類型は主として西欧的な開発方式をとらんとする者の常に懐いている考方であって彼等に
よれば，人類の社会構造的発展は人種国家により時間的，歴史的に早い晩いの差こそあれ，
結局同一の途を辿るものであると云う西欧的普偏主義に立脚するとともに，西欧諸国こそ
うした帝紀的な発展の途を最も早く先進的に歩んできたものであり，今日の後進国も西欧
的な経済，技術，文化を導入してその開発をはかるためには，その固有のもの，非西欧的
なものを解消して，西欧先進諸国の文物を支え，それを発展せしめてきたと同じような社
会構造を形成しなければならないとするのである。
　彼等に従えば，今日の西欧先進諸国においても中世の暗黒時代までは，たとえば血族関
係とか門閥関係，家父長的伝承，神権伝授，特権的地位，権力と服従と云ったような感情
的なものに根拠をおく社会秩序の統一的規範が数多く存在していた。それは正に前近代的
封建的と呼ばるべき社会構造を多分に持っていた。しかるにルネッサンスに端を発した人
間個人への自覚は，十七春期中葉以来三百年に互って華々しい近代化への発展過程を展開
し，哲学，科学，技術，政治，経済，文化の各領域にわたって普偏的な世界秩序を確立す
るに至った。すなわち哲学，科学の領域においては客観主義，普偏主義，合理主義，非人
問主義的な物の見方，考方を確立し，一切を事実に即して因果法則的にこれをとらえ，計
量的に精確にこれを測定し，これに基づいて合理的な技術を組立てる。しかも目的そのも
のよりもまずその目的に到達すべき手段に着目する手段志向的態度を確立した。またこれ
を政治経済など主として社会的な領域についてみても個人主義，自由主義，営利主義，民
主主義を確立し，これと前記の哲学，科学，技術を結合してそこに壮大な民主的立憲国家
と，不断に進歩する能率的な資本主義的産業とその管理技術体系を発展せしめた。そして
この発展過程こそ西欧先進国が封建的段階より近代的段階へ進んできた人類普偏過程であ
るから，今日後進国がこうした西欧先進国の経済，技術，文化を導人することによってそ
の開発を企てんとする場合には，ただ表面的，形象的に西欧の文物を導入するだけでなく
こうした西欧の文物を生みだした精神構造や社会構造そのものまでもを導入し，非西欧的
なその固有の社会構造を非連続的に解消することでなければならないと考えるのである。
　いまこうした後進国開発の類型は，先進国イギリスに対する後進国としての独乙，アメ
リカの近代的発展に，これに類したものをみることができる。たしかに独乙は今から百年
程前には，当時のイギリスに比すれば著しい後進国状態に留っていた。それが今日，西欧
における有数の近代国家にまで発展したのは，単に経済，技術，文化の形象においてのみ
ならず，それを支えた社会構造が西欧的なものとして成熟したからである。又アメリカは
少くとも1812年の第2次独立戦争までは，西欧諸国に比して甚しい後進状態を示していた。
それが今日，非西欧的後進国から，欧米先進国の典型とみられるに至るまでには，その社会
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構造において西欧諸国以上の近代的成長があったために外ならない。
　しかしながら独乙の場合においては，、もともとその社会構造は他の西欧諸国と同質の土
穰の中に成熟したものであり，そのファースト的精神や合理主義は，もともと西欧的なも
のなのである。もともと同質社会の正常な歴史的発展過程にあっては，前近代的なものと
近代的なものは混合して現われるが，それはいわば過渡的形態であり，やがては一つの社
会体制に解消発展していくものである。それはむしろ内生的な社会進歩の過程として受取
られねばならない。又これをアメリカについて考えでみても，そこでの近代的な社会構造
の発展は，アメリカ土着の伝統的，固有なものにとって替ったと云うよりも，こうした伝
統の全くない処女地に西欧的な経済，技術，文化とそれを支える社会構造が移植培育され
たものとみなければならない。したがって，こうした両国の近代的な発展は，われわれが
ここで問題にしている類型としては該当しないものと云わねばならない。
　しかるにフランケルのみた南アフリカにおいては，その近代化は正に非西欧社会に引起
され，且つその近代化は直ちに西欧化を意味するものである。彼に従えば南アフリカ社会
は，インドネシヤやビルマなど東南アジア諸国よりも，近代的資本主義の筍烈な衝撃によ
って，急速にその伝統的社会構造を分解せしめられつつある社会であろ。すなわち南アフ
リカの現状は，一方においては封建的ないし家父長的意識を持つ社会と，他方においては
近代的，解放的な経済を持つ社会との中間に立つ状態を示している。ζの社会において今
日，その問題の中心をなしているものは，酉欧近代インダストリアリズムの機能的な諸力
と，その衝撃によって急激に分解しつつある原住民の社会構造との間の一時的な衝突の問
題である。フランケルの理論構成の場は，ブーケ等と同じく二つの社会体制問の衝突を問
題とすると云う意味において，互に共通のものを持っているが，しかしこの場合注意しな
ければならないことは，ブーケにあっては一つの体制が他の体制に対して頑強な抵抗を示
しながらもなお，両者の動存をみるのに対し，フランケルは一つの体制が他の体制に対し
て侵入すると共に他の体制がそれによって崩壊しつつある実情を強調している点である。
勿論フランケルといえども，南アフリカ社会においては，白人，アフリカーナー，印度人
移民，黒人原住民等が多数存在し，この人種の相違が一種の産業上のカーストを構成し，
「多元しかし人種社会」とも呼ばるべきものを成立せしめていることを指摘している。・な
がら彼のみるこの多元人種社会は，ブーケ等のみた「二重社会」のごとく，西欧資本主義
の侵入によって若千の損害を受けたにも拘らず，前資本主義的農村社会がなお固有の社会
構造を頑強に維持しつづけているのとは異り，南アフリカ諸国においては，西欧資本主義
的な経済諸力の浸透作用によって，動態的に分解し，その社会構造は，個人主義，物質主
義，営利主義，合理主義と云った西欧的なものに同質化していく発展過程を辿りつつある
のである。
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皿
　きて著しく懸隔した先進国の経済，技術，文化が異質的な後進国に導入された場合，そ
の社会構造が，どのようなリアクションを示すかと云う類型として，第三に考えられるも
のは，その後進国固有の社会構造が必ずしも全面的，根本的に先進国化されず，それ独自
の本質的連続性を維持しながら，かえってその中に先進国の経済，技術，文化を醇化摂取
することによって，それ独自の開発をなしとげていくと云う場合である。そしてこの最も
典型的なものとして，われわれは明治維新以後，約7．80年忌わたって驚異的な近代的発
展をなしとげた，わが国の場合をあげることができる。
　あらためて云うまでもなく，わが国の明治維新は外国の侵略または征服によって引起さ
れたものではなく，むしろ徳川幕府末期の政治的変革へのポテンシアリチーと云う内面的
な原因と，先進諸外国との接触を通じて危惧された，それらの侵略から，わが国を守り「万
国に対峙」せんとする外面的な理由とが，からみ合って引起されたものである。そこでは
こうした維新を引起したものは日本人自身であったし，またわが国を守ると云うことも，
維新以後はかえってこれら先進国との交通を盛んにし，その政治，法律，経済，技術，教
育，科学，文化上の諸知識，諸制度を導入することによって，わが国の近代化をはかると
云う，後進国としてまことに皮肉な方策の下に進めなければならなかった。
　かくて維新後，政治的には明治4年廃藩置県のことを行い，「万機公論に決する」理想よ
り，上，下議事所，上局，下局，公議所の設置を経て議会制度，また国民皆兵の意味よりして近
代的兵制，国民皆納の意味よりして近代的な金納々税制度を，また国民個人の所有と自由を
保証する意味よりして諸種の近代法体系を欧米先進国にならって次々に確立していった。
　また経済的には，明治4年土地の耕作自由を達示し，さらに寛永20年以来の「田畑永代
の売買仕問敷島事」の禁令を明治5年解禁し，土地所有権の個人的売買譲渡を自由にして
不動産の動産化を促し，住所移転の自由，職業選択の自由を宣明して，資本主義経済発展
の前提要件を確立，地方においては特に農業，工業，交通通信業などにつき，欧米の科学
的新技術を導入し，旧時代の経済的独占組織たりし株仲間制度を撤廃して，新しい欧米的
企業組織たる，株式会社制度，工場制度を導入，資本主義産業への本格的な大転換が企て
られた。
　さらに社会的には，旧来の随習」たる復讐，帯刀，臓多，非人の通称などが禁止せられ
土農工商の身分制度が廃止せられ，四民平等，自らの意志と能力に応じて自由対等に行動
する途が開かれた。また教育的には明治6年までに小学校義務教育制を実施し，その後驚
異的な熱意を以て，遂年中等学校，高等専門学校，大学等の高等教育機関を充実していっ
た。明治初期における民間先覚者の啓蒙思想の導入を除けば，わが国への先進国の近代的
自然科学，社会科学の導入と普及は，かくしてひたすら，これら高等教育機関を通じての
みなされていったのである。
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　いま後進国としてのわが国の近代化に当って，こうした広範な欧米文物の導入がなされ
たと云うことは，一面においては，たしかに伝統的なわが国の社会構造に対し，重大な衝
撃を与え，そこに非連続的な断絶を来さしめたことは否定すべくもないところであろう。
すなわちまず第一に政治的領域についてみるに廃藩置県はすべての国民をして等しく天皇
の直接的な臣民たらしめ，伝統的な族長社会や封建社会における集団を二心とした立体的
な社会構造を，全く非連続的に断絶せしめた。けだし旧秩序の社会構造にあっては，国家
最高の権力者は，国民各個人を直接支配するのではなく，各個人は直接的には最下位にあ
る小集団，たとえば家の一員として存在し，その責任はただこの小集団に対してのみ直接
的に負うこととなっていた。そしてこの小集団はそれ自身さらに一層上位の集団たとえば
村落の構成単位となるとともに，この上位の集団は，さらにより上位の集団たとえば藩の
構成単位となって，それに対し直接の責任を負う。かくして最：高の権力者は，この最後の
集団を直接支配することによって，云わば間接的に国民各個人を支配すると云う立体的な
社会構造を持っていたからである。しかるに廃藩置県は，すべての国民をして村民，領民
の地位より解放し・等しく天皇の直接の臣民たらしめた。国民皆兵・国民直接納税のごと
きものも，いずれも旧秩序における社会構造の非連続的断絶を前提とせずしては，十分に
これを説明することはできない。
　第二には経済的領域における旧秩序の社会構造の非連続的断絶をあげねばならない。明
治4年から五年にかけての土地所有権の確立，使用，売買譲渡の自由化は，その直接の動
機がフランス革命におけるがごとく個人の自由と平等と云う基本的人権思想に発するもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
ではなく，目前的な租税徴収の確定化と云うことにあったとしても，ともかくそれまで土
地と云うものが領民を土地に縛りつけ，領主と領民と云う縦の社会構造を維持する最も重
要な働きをなしていたものを，土地からの自由なる離脱解放を可能ならしめ，むしろ売買移
転的な横の社会構造，身分より契約への社会構造を発展せしむべき契機をつくり出したと
みることができるであろう。しかも士農工商の身分制の廃止や，職業選択の自由化は，こう
した横の社会構造を促進せしむべきもう一つの重要な契機となったことは否定できない。
　しかるにこうした社会構造の云わば平面化の中に導入せられた欧米近代的な科学的技術
は，平面化せんとするこの社会構造の中に旧秩序におけるものとは全く異る縦の社会構造
を作りあげていった。近代的な科学的技術の実践には莫大な資本と労働とを必要とし∫こ
の資本を調達運営すべき株式会社制度とその構成者たる株主資本家階級を出現せしめる一
方，作業の実践的担当者としての労働者，労働組合を成立せしめたからである。ここに至
って領主と領民と云う旧秩序の社会構造は大きく非連続的に断絶したと云ってよいであろ
う。
　第三にこれを一般社会的な領城についてみても，結髪，帯刀などのごとき日常生活様式
の断絶は云うに及ばず，士農工商の身分制の撤廃は大きく社会生活の様式，構造を変革せ
しめた。元来士農工商と云った身分制度は土地を中心とした封建国家の機能的社会構造を
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意味するものであって，ここでは土地を領有するか，もしくはその領有者の家臣たる士族
が支配機能の担当者として，最も上位に立ち，農民はこの封建社会の基盤たる土：地の生産
機能の担当者として士族に次ぐ重要性を認められていたものである。士と農は云わば封建
社会の定着的なオバルト・カルチユアー，公の社会文化の担手だったのである。こうした
土地中心の考方からすれば，土地に直接関係のない工商は身分的にその下位におかれたこ
とは，むしろ当然のことであったであろう。
　しかもこの場合，こうした階層的な身分制度がきわめて強く固定的であったと云うこと
については，そこに深い意義があった。
　一体に封建社会と云うものは，一人の武将がその実力を以て，血属的，民族的，門閥的
原則の上に生きてきた旧社会を征服し，一定の領土の上にその実力的支配権を確立したと
・きに留まるものである。そこでは感情的な伝統慣習よりも実力，能力が物を云う社会とな
った。けだし斗争の社会は競争の社会であり，競争には常に伝統よりも実力が必要である
からである。さればこそ，封建社会成立の初期にあっては，武将ならびにその直臣たる武
士は，戦国武士としての力量，戦闘力を身につけていたし新統一者は自己の実力を確保増
大するためには，それが文人であれ武人であれ，はたまた学者，僧侶であれ，商，工人で
あれ，いやしくも彼の実力と名声と富を増大する能力あるものは，進んでこれを国内に迎
え入れた。
　しかるに封建社会が一応一段落するや，本質的には実力社会であるこの封建社会は伝統
を重んずる族長社会，あるいは家父射的協同主義と世襲主義と結合せずにはおかなかっ
た。すなわち個人的な実力にその根源をおいた支配者の地位は，世襲的に制度化されると
もに，その家臣なる士族も最早戦国的武士としての個人的力量よりも，封建社会下の世襲
的，固定的身分，すなわち家門や家柄によって評価され，格付けされる感情的，形式的な
生得的地位と化すると共に，家臣として，家父長的な協同主義に生きるようになったので
ある。それは一方においては士族にのみ許された特権であると同時に，他方においてはき
びしい義務づけでもあったのである。そしてこうした義務的な定着性や家父長的協同主義
と云う意味では，土地に縛りつけられていた農民の強制された定着性，ならびに家族的，
村落的な一協同主義とは何等異るところはなかった。こうした定着性，固定的な身分制や家
父長的な一協同主義は・封建社会の秩序，社会構造を維持し，永続させるには絶対的に必
要であったのである。
　しかるにこうした士農工商の身分制において・その下位に立たされた工商のみはそれ自
体の内部社会においては・意外にも封建社会成立の契機たる能力社会，実力社会の実を発
揮していた。すなわち士と農とが形式的に義務づけられた身分となったのに対し工と商そ
れ自体の社会においては・常に実力・能力あるものがその身分を獲得した。勿論工と商と
の社会においても・ギルド的な排他性や家元，暖簾と云った家父長的協同主義や世襲的な
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身分制が形成されたことは否定できない。
　しかしながらこの社会にあっては，いかにこうした排他性や世襲制を維持しようとして
も，実力や能力のないものは絶えず社会的に絶滅されていったし，又家元をつぐのは必ず
しも血属的つながりのある者と云うよりも，むしろ実力ある弟子がこれに替っていた。又
暖簾が世襲的に受けつがれ，たとえ無能力な長子がこれを受けついだとしても，そこには
この無能世襲者を常に実力的に支えた大番頭と云う経営者が存在し，家父長的な協同主義
だけは維持していたのである。勿論こうした工と商における実力主義は，いまだそれ自体
の社会内部のみに止った生活原理であって，封建社会の全般を風靡，支配するまでには至
らず・封建社会全体としては強い士農工商の身分的社会構造の中に組入れられていたこと
は否定できない。
　しかるに明治維新以後，かくのごとき社会的身分格差が撤廃されたと云うことは，職業
選択の自由や居所移転の自由と相侯って，封建社会における階層的な社会構造を断絶せし
め，平面的な新しい社会構造を準備した、ものと云える。そしてこうした平面において真に
能力を養い，実力を有する者のみが，社会的に重大な機能を発揮していくと云う基調が新た
に生れたのである。しかもこうした実力，能力養成の場としての学校教育制度が・わが国
では列国に比してはるかに広く且つ高度に開設，普及せしめられたと云うことは，後進国
としてのわが国の発展にとって，きわめて重大な意義を有することであった。けだしこう：
した学校教育制度の完備をまってわが国の国民は遠く先進諸国に発達した近代的，合理的
な科学，学問に接触し，それによってわが国に伝来的に存在した主観的，情意的な物の見
方，考方を解消し，するどい客観的，必滅的物の見方，考方を養成されていったし・又こ
の学校教育制度を通じて，すべての国民は士農工商の子弟たると如何とをとわず等しく・
その希望と能力に応じて教育をうけ，実力を以て社会的に進出していくことが可能となっ
たからである。
　さて以上のように明治維新以後，わが国の社会構造な政治的，経済的，社会的，教育的
に，欧米先進国の文物制度に接触し，多くこれを取入れることによって大きく変革した。
しかもこの変革が広範かつ急激であったことについては，諸外国人の等しく驚異の目をし
ばだたせたところである。かくてレヴイなどは次の如く云っている「日本の諸変化は，そ
の社会的構造に関する限り，革命的であった。そして記録的な工業化は・，欧米人のいかな
る予想をもはるかにこえて，きわめて短期間に達成された。いかなる社会が，かってこれ
ほど速やかに，しかもほとんど何等かの暴動もなしにこのような著しい変化をなしとげた
であろうか。しかも政治制度，土：地所有制度，生産および消費制度，教育制度一事実上
すべてのことがらが，あるいは変化し，あるいは急激に変化したその全体の構造の中に・
適当な位置づけを持っているのである」と。
　いまこうしたわが国近代化の発展過程は，たしかに絶対的な権力主義より民主主義へ，
家業主義より資本主義へ，世襲的身分主義より平等主義へ，主観主義より客観主義へ・個
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別主義より普偏主義へ，伝統主義より含理主義への発展を思わせるものがあり，それだけ
に旧社会秩序における行動様式，生活様式，これを綜じて社会構造が，これによって大き
く非連続的に断絶せしめられたと見るべきものがあるであろう。
さればこそ明治維新以後におけるわが国の発展は，人類謡扇の原理を大きく歩んだもので
あり，後進国としての日本は，先進国としての欧米諸国が，すでに過去において歩んでき
たものと同一の途を一歩近づいたものであるとする見方，解釈が多くの論者によってなさ
れてきたのである。
　たとえば先きに若干ふれたるがごとく，ヴエブレンは近代経済社会の発展原理ないしは
価値規範は，血属的，種族的価値原理より，物的には機械化原理，精神的には営利主義原
理への発展にありとなし，これを普偏的に日本に適用して，1915年すでに次のように云っ
ている。「そこで日本が，いともたやすく，しかも迅速に，欧米の工業技術の状態を引継
いだように，日本の国民はやがて急速に欧米文化の長所であると同時に短所ともなってい
る特異の思考慣習，一技術的により進歩し，より成熟した欧米人の間で，工業技術が強制
的に課した規律によって誘導された世界観，行動原則，および倫理価値の諸原則一とも調
和することを余儀なくされるであろう」と。
　また近くは1954年，ロックウッドは次のようにも云っている「伝統的な東洋では，以前
の欧米におけると同じように産業革命は，生産技術の分野に劣らず，社会制度および政治
制度における一つの革命を要求する。蒸気や鉄鋼，株式，財政および実験科学は，いかな
る後進地域の経済生活をも変花させることができる。しかしながら，それらは精々単なる
道具でしかない。これらの道具の適用が成果をおさめるためには，伝統的な社会に，広範
にからみあった全体的な諸種の変化を引起すことを必要とする。それは古い方式の尊厳さ
を拒否し，新しい技術の社会的前提条件をよく理解するところの新人たちによって先導さ
れ，過去と急激に被を別った新しい社会的環境において，はじめて効果を発揮することが
できるのである」。
　すなわちこれらの意見はすべて，有効な経済的発展は，社会構造の深刻な変化，すなわ
ち産業革命を通じて欧米に発展したと全く同様な，社会的相互作用の様式の変化を，日本
においても必要ならしめるもの℃あると考えているのである。
v
　さて以上のごとく，明治維新以後，後進国としてのわが国の近代的発展においては，政
治的，経済的，技術的，教育的に欧米先進国の文物に接触し，これを導入することによっ
て，その社会構造が一面著しく変革せられ，後進国開発における社会構造の非連続性を例
証しているのである。しかしながら，ひるがえって考察するに，こうした社会構造の変革
は全面的かつ根本的なものであったかと云えば，それは決してそうではなく，欧米的なも
のが導入されたとしてもそれは単に一時的あるいは表面的にすぎないものであって，わが
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国固有の社会構造は根本的には変革せられず，依然として厳存し，いたるところにその強
い連続性を発揮していると云う，きわめて数多くの事実を見出しうるのである。
　まず第一にこれを政治的な領域についてみても，明治以後の発展期において，わが国に
真に正しい意味における自由主義も民主主義も育たず，旧社会秩序以来の専制主義的，官
憲取締的体制が連続と云うよりもむしろ強力に再確立され，国民の享受したものは，ただは
こうした全体主義的な社会構造の枠内に窒息せしめられた自由主義や民主主義でしがなか
ったと云いうるであろう。勿論明治維新当初においては，中江篤介等によるルソーの個人
主義哲学，自然法的啓蒙思想の紹介，ベンタムの立法原理，　ミルの自由論など，英米仏先
進国の政治的自由思想がさかんに導入されたし，また板：垣退助，後藤象次郎，副島種臣，
江藤新平，由利公正，大隈重信等によって，自由民権論が強力に唱導された。しかしなが
ら明治初期におけるこうした自由思想の導入は，一部の先覚者たちによって行われたとし
ても，それは国民のすべてによって理解もしくは体得されず空転に終ってしまったし，又
板垣退助等による自由民権論の主張のごときも，所詮は征藩論以来，野に下って政権に疎
遠となった土肥および旧幕以来の不平士族，名主，庄屋等が結合し，藩閥的専制政治の乱
心たりし薩長を攻撃せんがために援用した舶来の武器でしがなかったのである。換言すれ
ば真の意味での個人主義的自覚から，国民個人の生活ひいては政治全般の方針を自由主義
原理に求めんとしたものでなく，唯彼等の獲得することの出来なかった「政権の自由なる
分散」と云う意味での自由民権論であったのである。否応確立された国家主義の立場より
するならば，英国名誉革命やフランス大革命を背景として起った自由民権論をそのまま日
本に導入せんとした自由民権論者のごときは，わが国体の精華を知らざる乱臣賊乱である
とさえ考えられていたのである爾来，明治，大正，昭和の初期を通じて，こうした国家主
義的社会構造の中にあって，言論の自由や結社の自由が，いかに政治的に窒息を余儀なく
されてきたかは，あまねく人の知るところである。
　またこれを政治的デモクラシーについてみても，維新当初わが国において熱望せられた
ものは自由主義よりもむしろ民主主義であったとも云える。けだし維新の大業を事実上推
進したものは，旧封建社会において常にその体制下に下積みにされていた小藩およびその
下士，名主，庄屋等であったのであるが，彼等の理想とするところは，一先ず万機親裁の
王政を復古することによって1日幕支配者を排除し，同時に万機公論に決する旗印の下に人
材をして発言の機会を与えよと云う点にあったからである。かくして大政奉還直後，単純
なる宮，公卿，列藩諸侯を以て組織する御前会議の外に，各藩より選抜された藩士，胴上
を以て組織する藩士会議または諸藩会議人会議が設置せられたのであるが，雄心勃々たる
下士はこの舶来のデモクラシーを利用することによって、その君侯と並んで天下の経論と
論ずる機会を獲得し，その智能と人材に応じて下層階級より身を立てる機会を保障しえた
からである。
　しかしながら，こうした舶来の政治的デモクラシーも，所詮は一部ゐ人士によって熱望
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せられた形式的な借物にすぎなかったのである。けだし政治的デモクラシーの士籍は国民
すべてにおいてそれを実現していくだけの知識，能力と全体的な目的意識とをを保持して
おる点に存するのであるが，当時の一般国民にはこうした政治的デモクラシーについての
自主自律性や理解関心は殆んど見出されない状態にあったからである。かくて加藤弘之の
ごときはその「人権新説」の中で次のごとく指摘した。　「吾邦人，方今漸く文化に向うと錐
も，農商に至りては尚多くは依然たる昔時の農商にして，無智，不学，自ら甘んじて敢え
て振起するを求むるに至らず，唯士族に至りては，大いに之を憂うるが如しと錐も，然る
も梢事理を解する者は恐らくは僅々のみ。故に例えば政府の何物たる，臣民の何物たる，
政府収税の権利何の理に出つる，臣民軍役の義務何の理に起る等，凡そ浅近平易の事と錐
も，理解する能わぎる者，殆ど十の八九に下らず，宣に歎ぜぎる可けんや」と。
　否，一般庶民のみではない，当時の指導者として当然豊富な理解と識見を持っていなけ
ればならなかった議事所，公議人会議においてさえも，それは正に鳥合の衆議に等しい状
態にあったようである。すなわちそこで論議せられたものは，「御用金を油鼠の議」「税
法改革の議」「止口非人御廃止の議」などは正論であるとしても，　「天主教を止るの議」
「禁洋服の議」「異教の乱入を予め幽くの議」「仏祭を禁止し神儒祭を毒魚の議」など，
迷案，卓説，新旧様々の議が提出せられ，議事はいつの間にか関係なき問題にそれていく
と云う有様であった。いずれの後進国においても，そこに先進国的なデモクラシーが導入
された場合，こうした低調性は当初としては不可避的に免れることの出来ない通弊である
とは云え，こうした実情に乗じて藩閥的専制政治を確立したものは，薩長を中心とする士
族出身者であった。公論を楯にとって，天下の経論に参画することができた彼等にとって
は，最早デモクラシーは一時の借物にすぎず，この無能無策こそ自己の専制を実現するに
良き口実となったのである。かくて一時デモクラシーの武装をせる闘士は，デモクラシー
の深遠なる思想と目的とを実現する以前に，事実上自己の脚下にかえってこのデモクラシ
ーを活魚し，それに対する専制者となったのである。
　勿論その後，明治23年には帝国憲法が発布され，欧米先進国に発達した立憲政治の諸様
式が導入された。しかしそれはあくまでも絶対主義的な天皇の統治権の支配下に組入れら
れた立憲政治であり，決して今日にみるような主権在民的なものではなかった。明治憲法
はむしろ日本古来の族長社会の構造を新しい装いの下に自認強化したものとみることがで
きる。またこの憲法では国民投票による民選議員の制度が導入されたが，それは真の意味
における国民投票ではなく，特権階級と一定額以上の直接国税を納める者，すなわち富裕
階級にのみ与えられた民主主義に外ならなかったのである。そしてそれが昭和4年真の意
味における普通選挙制度に改定されるまでには40年以上，昭和憲法によって婦人参政権が
確立されるまでには60年以上もの長き歳月を必要としたのである。この間絶対主義的な天
皇の統治権は，藩閥，軍閥，官僚閥，財閥と結托した政党によって悪用され，いわゆる「
どん龍の袖」にかぐれて専制主義的な独裁をふるう政治的社会構造に変形せしめられたこ
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とは云うま．でもない。
　第二にこれを産業経済の領域についてみても，明治，大正を通じての日本の近代化過程
においては，真に，正しい意味での自由主義経済．自由なる私企業制，産業経済的デモク
ラシーは成熟せず，そこに強化されたものはむしろ国家主義的な保護政策と家族主義的な
権威主義，集権主義，協同主義でしがなかった。勿論すでに指摘したように，明治維新当
初においては土地売買の自由，所有権の確立，株仲間の廃止と営業の自由；貿易の自由，
交通，通信，貨幣制度の統一と云う自由主義経済の第一歩ともみらるべきものが，数多く
実現された。また思想的には神田孝平によるイリーの自由主義経済学の醗訳，福沢諭吉の
ウエーランド古典派経済学の祖述が企てられ，明治初期加藤弘之や田口卯吉等の発表した
経済論のごときものも明らかに産業の自由放任論であった。かくして明治の初期において
は，あだかもこれら自由経済思想が一時を風靡した感さえあったのである。しかしながら
すでに触れたるがごとく，明治維新を雨期とするわが国の産業革命への原動力は，たとえ
ばイギリスにおける産業革命のごとく，国家主義的なマーカンチリズムの保護政策によっ
て，すでにそれ自体が十分な経済力を蓄積した民間企業が，『 ｻの自由なる自力活動によっ
て引起したものではなく，むしろ幕末先進諸外国との接触によって，その侵略の危機を意
識した国家が，その国土を守り，先進諸外国に対峙せんがための富国強兵策として着手し
たものであった。すなわちそれは下からする民間企業の自由なる自力活動によって引起さ
れたものではなく，云わば上から国家の計画と指導の下に移植せられたものである。かく
て明治政府は一一方，幕末時代より幕府または諸藩によってオランダ技術導入下にすでに経
営せられていた横須賀製鉄所，長崎製鉄所，神戸操練局，関口製作所，佐渡，生野鉱山，
三池，高島炭坑を接収，官営事業とすることによって強兵策としての軍需工業の基礎を確
立するとともに，他方においては，工部局または農商務省直営の富岡製糸所，新町紡績所
千住製絨所，堺紡績所，愛知紡績所，広島紡績所などの模範工場，ならびに内藤新田試験
場，三田育種場，応診種畜場，福島開墾所等の模範農場を開いて民需産業開発のための先
進国技術の導入に狂奔したのである。
　かくして模範官営事業は，後進国としてのわが国に先進諸国の近代技術を導入すること
について偉大な功績をあげたのであるが，しかしその後こうした事業の管理はいまだ意の
如くならず，加うるに西南戦役に伴う紙幣濫発に基づくインフレと財政逼迫とが相まって
明治13年の「工場払下げ概則」以後，こうした官営事業は逐次民間企業に譲渡されていっ
たのである。しかしながらもともとこうした官営事業は，富国強兵の目的を以て国家自ら
の企てたものであったから，民間企業に譲渡した後といえども，国家は，これらの産業に
対し手厚い育成，保護，助成を加え，その発展を促すこととなった。かくて，明治初期に
おいて一時風靡した自由主義経済思想も，ついにわが国の土穰には根づかず，かえって杉享
二や西村茂樹等の産業保護，統制策が，明治政府にその経済政策上の論理を与えるに至っ
た。爾来わが国の産業経済は，私企業の自由なる創意と危険負担において営まれると云う
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よりも，国家主義的な意識と体制の下に営まれ，これがわが国産業経済の急速な近代的
発展にとって重大な原動力となっていった。勿論私企業的自由競争は，ある程度までわが
国産業経済の発展にとってその意義を発揮したことは否定できない。しかし，わが国産業
経済の近代的発展過程においては完全なる自由競争は齎らされず，むしろ私企業的自由競
争よりも，国家主義的な「親権政策」が近代化の展開を促進せしめる大きな要因となった
のである。しかしながらこのことは同時にわが国においては真に正しい意味における「自
由私企業制」が培育されず，私企業，民間企業は何か自らにとって困難窮迫の事態が生
ずるときは，常に国家の救済と保護を求め，それ自らの企業努力を怠っていくと云う通弊
を生んで今日にまで及んでいるのである。さればこそこうした国家主義的社会構造が十分
に浸透しない領域とか，あるいはそれが崩壊した場合においては，社会的感覚を十分身に
つけていないわが国の企業が，公正なる自由競争のよさを発揮することができず，徒らに
利己的，排他的な過当競争状態度に陥ることは当然である。
　またこれを産業経済的民主主義についてみても，明治，大正の発展期を通じて，爾来わ
が国には産業民主的な社会構造は育たず，かえって国家主義的集権と財閥主義的な独占が
強く，その社会構造を支えてきたと云えるであろう。すなわち明治当初より四民平等，職
業選択の自由は宣明せられたと云うものの，それは一般庶民や町人階級における経済的，
政治的実力が充実し，それに基づいて云わば下からそうした平等や自由が要求されたもの
ではなく，当時の指導者によって上から与えられたものであった。勿論しばしば引用され
る蒲生君平の一言「大阪の豪商一たび怒れば，天下の諸侯ために標え上る」のごとく，幕
末すでに相当の商業資本を蓄積した三井，住友，鴻池のごとき町人階級も存在してはいた
が，しかしそれは限られたきわめて少数のものでしかなかった。一般庶民，町人階級はむし
ろ多年の無慮諌求によって，その経済的実力もなく，社会的・政治的な下積みによって卑
屈となり，自主自律，積極的な経済活動を営みうる「経済人」ホモ。エコノミカにはなり
きっていなかったのである。いまこうした転入階級の社会構造的な下積み的卑屈さは・維
新後といえども久しく持ち続けられ，産業民主主義の確立を阻む一方面原因をなしていっ
たことは云うまでもない。そしてこうした町人階級，産業人の社会構造的低位性を憂え・
これを近代的な社会評価にまで高めんと努力した偉大なる先覚者こそ渋沢栄一に主ならな
かったのであるが，この先覚者でさえなお次のごとく述懐している・　「此の末・政府にお
いて如何程心を砕き，力を尽して，貨幣法を定め，租税率を改正し，会社法または合本の
組織を設け，興業制度の世話があったとて，今日の商人では到底日本の商工業を改良進歩
させる事は，達し能わぬであろう……東京，大阪の商業家とも時々面会して業務上に就い
て種々談話してみたが，旧来卑屈の風が未だ一掃せぬから・在官の人に対する時には・た
だ平身低頭して敬礼を尽すのみで，学問もなければ気象もなく新規の工夫とか事物の改良
とかと云うことは毛頭思いも寄らぬ有様である」と。
　加之，これまでしばしば指摘してきたごとく，明治維新を転機とするわが国産業革命へ
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の発足は，もともと国家主義的な富国強兵を目的としたものであったから，一時官営模範
事業を民閲企業に移したとは云え，その後，ふたたび国家資本による国有事業ないしは国
営事業は次第に増大され，わが国の近代的産業構造に占める役割は，きわめて強大なもの
となるに至った。交通通信事業としての国有鉄道，郵便，電信電話，軍需工業としての海
，軍工廠，陸軍造兵廠，火薬廠，製鉄所，金融業としての日本銀行，勧業銀行，興業銀行，
農工銀行正金銀行等がすなわちそれである。そして他方においては国家が手厚い保護助成
を加えた大企業は，国家主義的な任務を果したとは云え，政商的に常にその時の官府と結
付き，かつそれ自身は大家族主義的原i哩に基づいた，わが国特有の財閥形態を形成し，わ
が国牽業経済の独占的主導権を握るに至った。かくのごとき産業社会の構造においては，
生業的な中小企業や農業が，その数においていかに数多く存在していても，それは正しい
意味においての産業民主主義を発達せしめえなかった。集権と分散，この二つの同時的存
在は，その前者が強大であればある程，そこに産業経済上民主主義的な社会構造を建設せ
しめえなかったことは，むしろ当然の帰結であると云わねばならないであろう。
　さて後進国としてのわが国の近代的発展において，たとえ欧米先進国の文物が導入され
たとしても，わが国固有の社会構造が，依然としてその連続性を発揮している第三のもの
として，われわれは個々の企業経営の領域を指摘しなければならない。すなわち概観的に
云ってわが国の企業は明治以来その形態，組織，管理方式技術，労務，指導原理などにお
いて，欧米先進国に発達した数多くのものを導入することによって，その近代化を押し進
めてきたとは云え，その社会構造的基本においては，なおわが国固有の思想，秩序をガ強
く連続的に保持してきているのである。けだしわが国固有の社会構造の最も根本的な特色
の一つは，家族主義原理ならびにその政治的延長としての族長国家，大家族国家の原理に
あるのであるが，一国の歴史，文化，社会の中に発育する企業にとって，こうした一般的
社会構造の特色を，その内部に持ち込み，小宇宙的にそこにそれを再現，保持していくと
云うことは，むしろ当然のことであると云わなければならないからである。
1，全体主義的な企業本質観
　そのまず第一は，わが国においては明治以来欧米的な企業制度が導入されたとは云え，
無数に存在する家業的性格の企業は勿論のこと，近代的な企業形態をとる大企業にあって
も，全体主義的な企業観が強く現存してきたと云うことである。そしてこうした企業の本
質観が，旧社会秩序より連続ぜしめられた家族主義原理によって確立されたものであるこ
とは，あらためて云うまでもない。
　一体に家族主義原理，ないしはその政治的延長としての族長国家，大家族国家の原理に
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’おいては，家とか国家と云ケ全体的なものの存在を；まず優先的に考えると云うとてうに
その一大特色がある。家と：云ぢものは，．個人としての家族がまず存在し，それらの者が集
団的に家を結成したのではなぐ，逆に家と云う全体が，㌧血を以てつながる祖先によづです
でにつくられ，家族と云うものは，本を一にして歴史的なその家の立体関係の中に生れ塁
あるいは嫁入りし，家と封鎖的な一体をなすものであると考えるのである。国家と国民ど
の関係についてもまた同様であるζ
　いまとうした家族主義的な全体主義原理が，経済制度としての企業の中に存続，再現さ
れたものこぞ，－：従来におけるわが国の企業観の特色であっ．た。すなわちここでは，企業な
るものは経営者や従業員によって結成せられている組織体であると考えられるよりも，む
しろ企業と云う全体的なもの存在がまず絶対的，優先的に考えられ，経営者や従業員は単
にその部分y’否手段的な所属物にすぎないと考えられてきたのである。換言すればそこで
は，経営者や従業員はその主体的な個性は尊重されず，企業と云う全体の中に埋没せしめ
られ，没個性化されてきたのである。：従ってこうした企業の本質観においては，まず第一
に企業を離れた労使の対立すなわち労働者が企業のアウトサイダーたる立場に立って経営
者と対立抗争すると云う．ことは，一般的には考えられず，労使いずれも企業のインサイダ
7として関係づけられ，経常者は出資機能あるいは管理機能，労昂者は生産機能と云うよ
うに，『いずれ亀同じ経営機能を担当するものとする「経営機能の同質観」が力強く支配し
てきだ。また第皇にこうした企業の本質観においては企業と云う全体に対する「忠誠」や
全体のためにする「和⊥が強調せられてきたことは当然である。しかもこうした忠誠や和
は欧米的な掴人主義炉ら出発しだ個人φ個人に対するフエ千スフルネスとか個人と個人の
コウペレーションとは異り∴常に企業と去う全体のために，全体の名において個人に強調
せられた経営思想であったとごろに，その特色を持つものである。・しかしこの点について
巖に詳述するであろ㍉　㌧・∴・団・！’一・・∴…一・馳ゼ…一
　だだ』しかしながら，われわれがここで指摘しておかなければならない：ことは，乙のま
うなわが薗の従来の全体主義的企業観は，み：近代経営学の学つの主要な基礎理論となってい
る，企業ま売は経営の自主化，自律化と云うこととは大いにその意味を異にするものであ
ると云うことである。けだし企業，経営と云う組織体それ自体に重点をおくと云う概観か
らすれば，両者には表面上の類似性がないでもないが，元来，企業，経営の自主，自律化
と云うことは，いわゆる「資本と経営の分離」を前提として，経営者が資本家の制肘かち
可成りの程度まで独立化し，経営と云う組織体の一機関として・又経営と云う組織体それ
自体の立場にたって，自主，自律的にその経営意志なり経営行動を決定することにその理
論的根拠をおくもめである。すなわちここではまず専門的経営者の企業の出資者；創設者
1がらの独立が前提とぎれ，経営者を経営と云う組織体内の一構成機関として，客観的に経
営において経営者が考えられているのである。
　しがるにわが臼め全体主義的な企業，経営観においては，実は企業め創設者たる企業者，
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出資者と．企業，経営と云う組織体それ自体とは未分化のまま考慮られ，’傘業者は，むレ
ろ企業体の所有者，∫創設者として絶対的なアウトサイダ7的地位にたち，全体主義的な企
業経営の君臨的支配者．として考えられてきたのである』換言するならば，ここでは創設者，『
出資者と、レての企業者ば企業と云う全体的な組織体と∵体視され，企業活動はすなわち企
業者活動であると云与ように，主観的に考えちれて、きたのである。わが国の近代的成長発
展期において，たとえ会社組織であっても，一一般的に企業が個人的色彩が濃く発達したと
云われるのも，このためであり，又わが国特有の財閥企業が，こ，とごどく個人家名の下に巨
大化したのもこの事情によるものである。勿論こうした企業の創設者，出資者と企業体と
を一体化した全体主義的企業観は，その後専門的経営者の出現によって，漸次自主的企業
観に発展していくのであるが，その事実上の曙光は，漸く戦後の現代に入ってからのこと
であり，明治，大正のわが国の成長発展期にあっては，たとえ専門的経営者が出現したと
しても，それは単に「資本と経営の機能的分離」に止り，いまだ「資本と経営の支配的分
離」にまで到達することは出来なかったq専門的経営者は依然として企業者，出資者の利
益代表であり，その全体主義的企業観も所詮はそれと「体をなレている所有者出資者への
奉仕のためのものであった。
　企業全体の本質観が，すでにして右のごとくであったから，この企業を組織的に構成す
る部，課などの部門それ自体についてみても同似の考方が維持されている。．すなわちアメ
リ．中等の組織観においては，普通部長とか課長と云った個人の担当する職位を中心として
蔀門が考えられているが，わが国では部門と云う全体的な集団が中心となって部，課が考
えられている。すなわちわが国の部門組織編成に当っては，その職務権限の定め方，仕事
の割り振り，予算の割当など，すべては部長，課長と云う個人の責任を明確にするように
はされてお：らず，部門と云う小集団が協同的，集団的に逆行すべきもののごとく処置され
ている∴勿論この部門は企業全体より．みればその部分であるが，しかし部門それ自体につ
いてみれば一つの小集団として，．部門人をその中に包摂し，小集団的全体主義をとってい
るのである。
2，終身的雇傭関係
　第二には明治維新以後，わが国には欧米的な企業制電や雇傭制度が導入一塗られたが，そ
れは形式的なものに終っている点が少くなく・雇傭関係（P実質においては・家族主義的な
終身雇傭関係が連続的に再現せられている事実をあげねばならない。あらためて云うまで
もなく欧米に発達した近代的な労働関係の特質は，か？てヘンリー・メーンが，単的に指
摘したよ、う，に，それが身分関係的なものより契約関係的なもの昏発展レたと示う点にあっ
た。ここでは労働関係は給付対反対給の自由な契約関係ζなり，職贅重）拳行に支障ない限
り1労働者は会社岱の労働提供を止めるのは自由でφりぎ、又会社ミも従業員に止めるこ、とを
婁求するのも舳⑭る堵えられるよう1璽っぢ．c否臥華三連してセ・う騨にお
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いては従業員1ま現在勤務：している会社よりも，より高い賃金や余暇を，より高い地位や昇
進率を保障せられている他の会社が見付かれば彼は現在の雇傭関係を自由に解除して他に
転勤していくのである。しかもこうした転勤に対し会社側はいささかの悪だくみや報復を
も考えないし，又社会一一般もこうした転勤に対して汚名を着せ，白眼視するようなことを
せず，かえって彼を有能聰明な，また野心的な人物として眺めるのである。
　またこれを会社側について云えば，若し会社の財政状況より判断して，あるいは本人の
非能率的な点より考えて，解雇する必要があると思えば，常にその判断だけに基づいて自
由に解雇するし，従業員もこれに対しては別に不服も苦情も云わないのである。否，アメ
リカ等においては一般に，労働移動率が高いと云うことは，　「経営者の異花受精」あるい
は「労働市場の自由作用」として，むしろ歓迎せられているのである。すなわち一つの会
社において一旦雇入れた従業員を，いつまでも雇傭して居るよりは，他の会社において異
った経験と知識と能力を養ってきた者を適時雇入れた方が，経営者にとってもよりよい刺
戟となり，かえって経営は批判的に合理化され強化されていくのであり，又そうすること
によって同一従業員の永年勤続の中にかもし出されている沈滞を自由競争的に打破振起し
うる可能性があるものと考えられているのである。
　しかるに，わが国の企業にあっては，明治以後賃金労働関係，雇傭契約関係が一般的に
導入されたとは云え，事実上そこには労働移動の自由はなく，従業員は一旦ある会社に入
社するときは，その生産年令的な生涯を通じてその会社に終身，身を捧げることを意識し
ているのであり，他の会社に移動することは何か悪であるかのごとく考え，雇主選択の自
由を自ら放棄している。また会社の方もその経営状態が最悪の場合に追込まれるか。従業
員自身が余程大きな不正行為でも犯さない限り，ただ非能率と云うだけでは，彼を解雇し
ようとはしないのである。逆に云うならば，わが国の企業においてはその財政状態や能率
性を犠牲にしてまでも，従業員に対してその雇傭と所得とを保障しようとする性向が強い
のである。しかもこうした終身雇傭的な性向は一般労働者の場合よりも，管理職員の場合
が，より強力である。
　しこうしていま，こうしたわが国企業における終身雇傭制の特色は，一般にわが国企業
においては労働移動率，退職率が欧米諸国に比してはるかに低いと云うこと，多くの従業
をかかえて，人の為に官を設けると云った具合に必要以上に職位やメーク・ワーク。ジョ
ップが設けられること，非能率な従業員でも容易には解雇しないから，能率増進のために
解雇と云う最強の手段を示すことができず，生産性はきわめて低いと云うこと，日本にお
いては労働は生産設備と同じく固定資産となっており，それだけ労務費が固定化されてい
るから，景気の変動に即応する雇傭の弾力性が小さいこと，技術的失業をもたらすような
技術革新は，たとえそれがきわめて合理的なものであると云うことがわかっていても，容
易に実現されえないし，又強いて技術革新をしても．これによって労務費を節約すると云
うことが困難であり，配置転換によって企業のどこかに「第三の失業者」を依然として抱
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えておかなければならないこと，その他従業員にとっては，一旦ある会社をやめた場合には
容易に他の会社に職を見出すことができない等，わが国特有の現実的な諸事実によって，
これを実証することができるであろう。
　しからば形式的には欧米先進国に発達した近代的な雇傭関係，賃金契約関係を導入しな
がら，実質的にわが国の近代企業においては，何故こうした終身雇傭的な労働関係が根強
く維持されてきたのであろうか。そこにはたしかにわが国特有の社会経済忽諸条件が存在
していたことも否定できないであろう。すなわち欧米ことにアメリカ等においては，人口
の割合に比し国土も広く，産業も高度に発達している関係上，自由なる労働移動を可能な
らしめるための雇傭の機会が豊富に開かれており，又労働組合が全国的な薬包組織形態を
とっているから，一つの会社において退職または解雇されても，労働組合自らの相互扶助
的な努力によって，容易に他の会社へ再就職する機会を見出しうることができる。しかる
にわが国においては狭い国土の上にいまだに大規模，高度化した産業が十分に発達してい
ないところに，莫大な過剰人口を擁している関係上，就職，転職の機会が容易に見出され
ない。否元来が農耕を主とした定着民族として発展してきたわが国民にとっては，郷土へ
の執着が強く他地方に転住すると云うことは容易に好まない。労働組合がすでにして企業
別組織形態をとって，他企業の労働者との転職の連絡がないと云うこともあろう。ともか
くこうした社会経済的諸条件が，必然的にわが国企業における終身雇傭関係を成立，存続
せしめたことは否定できないであろう。
　しかしながら，こうした事情があるにもかかわらず，なおここでわれわれが強調しなけ
ればならないことは，わが国近代企業におけるこうした終身的雇傭関係は，結局はこれま
でわが国民の社会生活を伝統的に強く支配してきた，家族主義原理や，その変形である封
建的主従関係，家臣関係が文明開花の明治以後においても，依然としてその連続性を発揮
してきたことに基づくものであると云うことである。家族主義原理においては，その家族
がその家に生れてきたと云う事実そのものに基づいてそれを保護し，その家族がいかに無
能，不肖の子であっても終身その家より排除することはないし，又家族もその家を離れよ
うとはしない。封建的主従関係においても一旦ある人間を家臣として迎え入れたならば，
その家臣が主君に対して反旗をひるがえしたり，余程重大な不正を犯さない限り，無能力を
理由として彼を主従関係より離脱せしめることはしない。また家臣においても「忠臣は二
君に見えず」と云った具合で，容易に他の主君に転ずると云うことをしない。およそこう
したわが国古来の社会構造における家族主義的，封建主従的原理が，明治以後も依然として
近代企業にその連続性を発揮したものこそ，わが国における終身雇傭関係に外ならない。
3，全権的に強力な集権管理
　さて以上のごとく明治以後のわが国近代企業においては欧米先進国の諸制度，思想を多
く導入したのであるが，企業そのものの根本的性格においてはわが国古来の原理，思考ま
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でもを改変するに至らず，むしろこれらの原理，．思考の連続性の中に全体主義的，家族主
義的性格の企業を発達せレ菱〉てき、たと云「うことができる。，すでにレて企業の根本的性格に
おいて照りとするならば，その企業，または経営管理の技術，手段もまたこれに基づいて
形成せられ，そこにわが国古来Q社会構造的特質が連続的に再現されているのは当然であ
る・しこうして燈まこう，しに事例のまず第一として，われわれはわが国企業における上長
経営者Q全権的な権限掌撰と強力な集権管理の事実を指摘せねばならない。すなわちこう
した全権的な集権管理はわが国の個人企業の場合は勿論のこと近代的な株式会社の形態を
とっている企業においてさえも一般的に顕著にみられるのである。衆知のごとく改正前の
わが国¢）株式会社法において1ま、会社最高の意志決定機関｝ま株主総会？執行機関は取締役・
監事機関1ま監査役之云うように完全塗三権分立主義に立っていたのであるが・レかし現実
的な会社経営においては，株式の分散化と共に株主総会は無力化し，執行機関たる遠歩ミにそ
の実権が犀ちれうに至っ孝ρ：ま些細督機関と：レての監査夜は海的にはあっても・その実質
上ρ任命権1ま社長がこれを握り・自らの呼付・業務遂行に盲判を捺すような監査役を事実
上智定す弓ζ云一う．，幽趣中心の独裁管理脅肇回せしめてきた。
　勿諦そ、の律近代農業の管理の複雑化・高度化に伴い・旧商法は改正せうれて・株主総会は
依然として存続するも・耶締役会の権限を教化し・をれに経営管理上の重大な意吉書定機
能と輩督機能を犀持斉しφ・．執行機能ρ担当者たる社長・副鼻音・専務・常務・部長なζ
全般経営者の業務遂行を監督せしめ，さらに改正前の監査役とは性格上異り・単に会計監
査のみを担当する肇査役をおくこととした。しかしながら，ζこでもまた・法律上その機
能・権限を強化ぎれた筈ρ取締役会の実権は・再び社長以下9）執行機関たる全般管理者の
掌擦するとζうとなりつつあるのであるρけだレア〆リカ等と異り，わが国Q取締役会の
構成において！ま・いわゆる社外重役の数が少なく・そQ殆んど大部分は社長以下の社内重．
役が；面的に兼任しており，社外重役の選定や取締役会での重要議案の決定は事実上社長
以下ρ社肉重御ζよっ工行やμているからである。．しばしiま引用されているごと、く1、昭和、
33年末r経堂同友会9調査によれば・，、わが国で嫁取締役会の構成メンベ「数平均が台臨に
つき14・4人でみり2そQ中11・9人までが社内重役によって占められているめ
　かくしてζれらの社内重役は，社長を中心としてわが国特有の常務会なるものを組織し
事実として経営管理上最高9）薬浴決定機能，業務執行機能，監督機能の三権を「身に掌…渥．
しオーノレマイチー的な集権管理の実をあげているのである・現行法上における監査役が．ド
イツ商法に規定するごとく・執行責任者をも監査レうる取締役会鳴動査でなく．？：単なる会
計監査である1年上ア』社景を中心とする常聲会ρ全権的集権管理の前に1禺．ほとんと：その勢
力のないことは云うまでもない。
さて以上のごとくわ姻蝶の騨管理においては，ト。プ．マ躯諒ソトが全権を
掌握し強力な集権管理制を確立しているのがその特色であるが・いまζのことは■ζ．の企業
を組織的に構成する部ぞ課それぞれの長に？いても同じことが云える、勿論こう．レた部課
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長の持つ権限は，トップ・マネージメントのそれに比すれば，はるかに狭小なものである
が，しかしそれが管理する部，課に対しては絶対的権限を持っているのが普通である。
　一体にこのように組織上，上長経営管理者が絶対的1ヒ強力かつ広範な全権を掌i握してい
る組織形態は，通常軍隊組織ど呼ばれるものであるが，’原理的にこうした組織の持つ欠陥
は，指揮命令は簡明鍵田的に徹底するが，上長経営者の持つ機能，権限が，あまりにも過
大過重であるため，結局は合理的，能率的な遂行が出来ないと云う点に存する。日本の企
業組織は正にそれであり，’わが国の経営者ほど常に忙しく立働いている経営者は，アメリ
カなどには見出されないと云うことは，常に外来者によって指摘せられているところで：あ
る。勿論こうした場合，負担過重を軽減するため，わが国には起案一回議一決裁と云う固
有の稟議制度が早くより発達してきた。．そしてこうした稟議制度はこれを形式的にではな
く実質的にみた場合，たしかにそれは事実上の機能，権限の委譲，コムミユニケーシヨン，
コーディネーションの効果をあげうる点も強く認められなければならないであろう。しか
しながら他面よりこれをみるならば，このような制度はだとい盲判を捺してだけでも，自
己の権限確保をねらおうとする全権主義の現われとも云いうるであろう。けだし全体主義
．的なわが国の企業観においては，その権限主体はあくまでも上長経営者にあって，部下に
は機能，権限の主体性は原理的に認められず，ただ上長経営者のため手足，用具，属僚と
してしか理解されていなかったからである。・
　かくてわが国企業の経営管理においては，上長経営者はすべて部下に対してはオール・
マイチー的な権限を保持しているめがその特質であるが，かかる企業の社会構造がわが国
古来の家族主義的家父長権，封建社会的宗主権の，近代企業社会への再現であることはあ
らためそ説明するまでもないところであろう6　　♂　　　‘　　1　　　　　　　。
　なお明治以後のわが国近代企業が，．幾多欧米先進国の経営管理技術を導入しながらも，
その深い社会構造め根底においては，依然として，・わが国古来の家族主義原理，封建社会
原理と思考慣習を連続的に維持している事例として∴’その他幾多のことがらが指摘されう
る6たとえば，わが国の経営管理は集団的，協働的，、恩情的な性格が強いから，各人の機
能，権限ことに責任が不明確であるこど6’従業員の採用，処遇について能力主義よりも学
歴主義が強く，且つ職員と工員についてそれぞれ身分的な区別さえもっけている場合が少
．くないこと二昇進，給与に当って年功序列主義が強いこと。．従業員の賃金形態1福利厚生
制度において家族主義的，恩情主義的色彩が濃く，従業員の個人生活、私生活の領域にま
で考慮が及んでいること。経営の指導原理において，能率性とか経済性と云うことが次第
’に強化きれつつあるげれども，なお依然として家族主義的な和とか，封建社会的忠誠心，
さては国家主義的な公益優先と云うものが強く維持さ．れていること。労働関係においては
企業別組合の組織形態が一般的であることなど，種々の点が指摘されうるであろう。しか
，しいまこうした諸点について，ここでさらに詳論する余裕を持たない。
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　さて以上のごどく，後進国としてのわが国は，明治維新以後近代国家として成長発展す
る当って，政治，経済，産業，技術，教育，宗教，文化，軍事の各方面に互って欧米先進
の文物を多く導入することによって今日にまで発展するに至ったのである。しかるにごに
うした諸外国文物の導入があったにもかかわらず，その深い社会構造の根底においては・
なお依然としてわが国古来の家族主義的，封建社会的原理や思考慣習を持続せしめていた
とするならば，一体それはいかなる理由に基づくものであろうか。いまこの点に関しわれ
われは，一般理論的，客体的，主体的な，いろいろの事由を帰納することができる。
　すなわちそのまず第一として指摘されうるものは一般理論的な事由である。あらためて
云うまでもなく社会構造とは，デュルケィム流に云って，人間と人間とが相接触交渉する
場合，そこに形成されてくる行為，思惟，感情の諸様式の体系である。デュルケイムに従
えば，こうした人間社会生活の諸様式は，客観的な「事物」として成立するとき，それは
社会を構成する各個人に対し一種の擁壁力を以て臨んでくるものである。すなわち各個人
はその社会の生活諸様式，行為，思惟，感情の諸様式に従わないときは，その社会より強
い非難損害，刑罰をうけるものである。しかしながら他面よりこれをみるならば，こう
した社会生活における諸様式は，単にその構成員に対して拘束や脅威を以て臨んでくるの
みならず，他面においては構成員を積極的に自由に解放し，その能力を拡大せしめるもの
である。けだし今日の社会生活においては，各個人はただ自らの力だけで生活しようとし
ても決して自由，豊富に生活を買受しうるものでなく，いくつかの集団社会の一員となる
こと，すなわちその集団社会に成立する行為，思惟，感情の諸様式に従うことによっての
み，はじめて自らの自由を集団を通じて実現しうるものである。また今日の社会生活にお
いては，各個人は自分だけでその能力をいかに最大に発揮したとしてむそれは知れた程
度のものでしかありえない。他の個人と結付き，集団社会的に生活することによってのみ
分業的に，あるいは相互補完的に，その持てる自力を最大に発揮しうるものである。
　否，それのみではない，こうした集団社会に成立する生活諸様式に自らが従うと云うこ
とは，他人もまたその様式に従うと云うことを期待できることであり，個人自らがその様
式に従うことによって他人から何を期待しうるかと云うことが予め予測でき，その生活は
安定しうることとなる。
またこれをその集団社会そのものの立場よりみても，そこにその集団社会独特の行為，思
惟，感情の諸様式が成立していると云うことは，それらを通じてその集団社会そのものの
秩序を維持することとなるのである。
　以上のごとく，集団社会における行為，思惟，感情の諸様式は集団社会そのものにとっ
ても，はたまたその構成員にとってもその生活の安定と進歩にはきわめて重大な作用を持
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っているものである。しかもこれらの諸様式は，全体として相互に密接な関係を持ってい
るのみならず，行為の様式よりも思惟の様式が，思惟の様式よりも感情の様式が，人間の
本性に根ざすものであるだけに，容易に改変されえないと云う性質を持っているものであ
る。
　・さて一般理論的に集団社会における行為，思惟，感庸の諸様式，そしてその全体系とし
ての社会構造は，以上のような性質を持っているものである。しかも元来人間はその生活
において安定を求めるものであるから，こうした社会構造の変革に対しては，強い保守性
を示すものであることは否定できない。殊に行為の様式よりも思惟の様式において，思惟
の様式よりも感情の様式において然りであると云える。
　わが国は明治維新以後，欧米先進国の文物，すなわち異る集団社会において成立した行
為，思惟，感情の諸様式を導入したのであるが，そこで比較的大きく根付いたものは，た
とえば技術のごとき行為の様式であり，思惟の様式，すなわち，ものの見方や考方におい
ては，なお主観的，非合理的，非論理的なものを維持し，いまだ完全に客観的，合理的，
論理的，非人格的なものに発展しきっていない。殊に「和」とか忠誠心乳義理，人情と云
った感情の諸様式にいたっては容易に改変されず，依然として社会構造の根底に根強いも
のを連続せしめているのも，かかる社会構造そのものの一般理論鴎性質に基づくものと云
いうるであろう。
　第二に指摘しなければならないのは，客体的な事由である。すなわち元来わが国の国民
生活，文化は，それが狭くかつ山地の多い四面海に囲まれていると云う自然的環境の中に
農耕を中心とした静的な，定着民族として生活してきたと云うところにその特質を生み出
してきたものである。この点たとえばギリシャ民族やゲルマン民族，その他西欧民族が，
主として狩猟，遊牧，海洋を中心とした動的な移動民族としてその生活，文化を発達せし
めてきたのとは大いに異るものである。けだし移動民族にあっては，自らがたえず移動す
ると云うことは相対的には，その生活環境や認識の対象が，絶えず変化すると云うことを
意味するものであるから，かかる生活の中にあっては，同一の環境対象に常に愛着を感じ
ているわけにはいかず，対象との間に一定の距離を措いて，みると云う客観的な思惟の様
式が自然に生れてくる。またこれを認識の方法についてみても，絶えず変化，移動する対
象は，その変化する雑多な姿においてそのまま模写的にこれを認識すると云うことは不可
能であり，これら雑多の中に共通性を求め，歯偏的な概念，原理，法則の形においてこれ
を把握すると云う普偏主義的なもののとらえ方を発達せしめる。さらに客観的に自己に対
立する客体に働きかけていく場合には，自らの意志や感情を一方的に対象におしつけると
云うよりも，対象たる客体それ自体の持つ論理，性質を十分に理解した上で．その客体の
論理に基づいて相手方に働きかけていくと云う合理主的義な行動の様式を発達せしめる。
　しかるにわが国民族にあっては，農耕を中心とした定着民族であったから，その環境，
対象は，常に静的で，変化しなかった。けだし農耕は一定の土地に定着し，祖先伝来，幾
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世代を通じて変らない周囲の土地を耕し，春夏秋冬たえずこれに接触し，これに作物を愛
育していくと云う生活であるから，これらの環境対象に対しては，どケしても主観的な愛
着の情を生じ，それらとの聞に一定の距離を措いて客観的にみると云うよりも主客融合，
感情移入的にみると云う主観主義的思惟の様式を発達せしめた。
　またその認識の方法においても，わが国の民族は，普偏的な概念，原理，法則としでで
はなく，常に相接触し，変化しない環境対象を直感的にそのまま把握し，永年にわたって
こg直感を積み重ね，深化することによって経験的に物の本質を会得すると云う，直感主
義的な思惟の様式を発達せしめた。さらにまた行為の様式においても客体を非人格化して
それの持つ客観的な論理に従いながら行動すると云うよりも，常に自己の持つ感情を相手
に移入するか，自己の感情のままに行動すると云う，非合理的な感情主義の行為様式を発
達せしめてきた。
’否，それのみではない，定着民族としてのわが国民の社会生活においては，移動民族とし
ての欧米民族の社会生活の様式，原理とは，重葬ら異るものを発達せしめてきた。すなわ
ち移動民族として常に変化する環境の中に生活してきた欧米人の生活にあっては，個人の
自意識，自我と云うものが，ますます強く確立されてくる。変化する外界，環境に対して
常に変らないものは自己だけであるからである。そしてこうした強い自意識の中から，や
がて個人主義的思想が真先きに発達してくることは当然である。そしてこの埋入を出発点
として隣人関係を知り，自由競争的な生活原理を打ちたてていったのが欧米民族である。
移動民族には常に隣人があり，彼等にとっては隣人や社会の方が，生れついた家よりも，
もっと重要なものとなったのである。またこの個人の利益や幸福を追求するために，彼等
は隣…人とトランズアクションを行い，そこに契約的，制度的なゴーイング・コンサーンと
しての各種の集団組織を発達せしめた。－企業でも国家でも，彼等にとっては個人の利益，
幸福実現のための手段でしかないと考えられたのである。
　しかるにわが大和民族にあっては，農耕を中心とした定着民族であったから，外面的な
隣…人，一般社会との関係は，常に第二義的な意味しか持たなかった。そこでは自然的な血
の細りを持ち，一つの家に棲み，かつ家業としての一定の土地を常に協働的に耕作する家
族こそが，彼等にとっては，より重要なものであり，その家族の過去，現在，未来にわた
っての生活単位である家こそが，最も重要な集団社会となったのである。そしてそこに家
を中心としての複雑な家族主義的生活原理や諸様式を発達せしめ，わが国文化の中心的思
想や原理を形成していったのである。
　勿論こうした農耕民族としての生活の中に発達した家族主義原理は，その後封建社会の
成立とともに，封建社会的な生活原理に変化していくのであるが，しかしこの封建社会そ
のものが，その成立の当初においてはともかく，矢張り強力な安定と秩序を要求した社会
であり，かつ農業を基盤として成立した社会であったから，わが国では封建社会の主従関
係・身分関係，忠誠心と云ったものは，いずれも家族主義原理の変形として発達したことは
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云うまでもない。
　かくのごとくわが国民が古来形成してきた行為，思惟，感情の様式の体系一社会構造
は，わが国のおかれてきた自然的，歴史的，客体的諸条件よりして，きわめて遠く深いも
のに根ぎしているものであるから，たとえ明治維新によって欧米社会に発達した文物が数
多く導入されたとしても，国民生活の根底をなす，社会構造までもを根本的に変革せしめ
えなかったのは，まことに当然のことであると云わねばならない。
　第三に指摘しなければならないのは，その主体的事由である。すなわち明治維新以後わ
が国の近代化を推進してきた指導者，エリートと云うものについてである。すでに詳述し
たように，わが国の明治維新に当ってその事実上の指導者となり，その変革を推進したも
のは小大名，下士族と云った旧社会秩序において志を得なかった下級武士階級であった。
政治や軍事の面においては云うもさらなり，産業経済の面においても，その事実上の指導
者となった者は，多く士族であった。彼等は秩録公債の発行により旧社会支配者の持つに
至った資本を，近代企業において運営する経営者となったのであり，こうした意味で，わ
が国の近代産業では，最初から「資本と経営の分離」が行われたまま発達してきたのであ
る。
　勿論学者によっては，封建時代より次第にその商業資本を蓄積してきた町人階級の勃興
を以℃，明治維新の原動力とみるものもないではない。しかし当時の彼等としては大資本
は持っていたとは云え，その社会的，政治的勢力はなく，況んや近代的な企業経営の知識
も能力もなかった。かくしてこれを代行実践したものこそ旧下士族であったのである。勿
論こうした小大名，下士族それ自身はその後出次この世を去って行ったのであるが，彼等
に代るエリート，指導者として，次代を担ってきたものは，また多く士族出身の子弟で新
たなる高等教育をうけた者であった。
　しかしてこのようなエリート，指導者の中に旧武士階級の思想が消えていないとするな
らば，明治以後のわが国の近代化に当って，武士階級のモノカルチュアーが新しい装いを
以て再現されたことは当然のことであると云わねばならない。他国の文物を導入すること
によって後進国の開発を企てようとする場合，こうした開発の推進者，担手たるべきもの
が，旧社会の支配者階級以外から出ないかぎり，その社会構造までもを根本的に変革する
ことは出来ないことを教えるものである。
